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　岡山県では，地域住民を対象にした対
策型検診として，長年にわたって胸部X線
検査を行うとともに，ハイリスク群には
喀痰細胞診を追加で行い，一定の成果を
上げてきたが，ハイリスク者のいっそうの
死亡率低下をめざすため，新しく低線量
CTによる肺がん検診を導入することになっ
た1）。ただし，期待される効果を上げるた
めには，あらゆる点で新たな体制と手法の
構築が求められる。
　本稿では，肺がん検診における低線量
CT導入に求められる新たな体制と手法の
構築について述べる。

対象者選定基準

　従来，肺がん検診の対象者と検診方
法は，40歳以上のすべての住民に胸部
X線検査，50歳以上で喫煙指数600以
上の重喫煙者に喀痰細胞診追加とシン
プルなものであった。
　それに対して，新たに導入される低線
量CT検診の対象者は，50～74歳で喫

煙指数600以上の現喫煙者と，禁煙か
ら15年未満の者とされているが，表1の
ように，年齢および重喫煙者か否かで複
雑な検診方法になっている。受診者お
よび検診実施者が現場で混乱すること
が心配される。
　実際の対象者選定方法については，
市町村が喫煙歴を把握している過去の
検診受診者からの選定と，従来の検診
未受診の住民からの選定となる。未受
診者の喫煙状況は当然情報がないため，
選定が難航すると思われる。一つの方法
としては，Webによる検診希望者（対
象者）の登録が考えられる。喫煙状況を
入力してもらって，対象者に該当すれ
ば，同時に入力してもらった希望日時
と場所の中から市町村で日時を決定し
て，後日受診券を郵送する方法である。
　管理者にとって，対象者選定および
現場での混乱防止のために，担当職員
の教育と実地訓練は非常に重要になっ
てくる。

ハイリスク群の密度への
対応の問題

　ハイリスク者が多い都市型モデルとし
ては，医療機関および検診機関に設置
されているCTを利用することが考えら
れている。その場合は1日数人から数十
人まで，多くのバリエーション設定が可
能である。一方，人口密度が低くハイリ
スク群の散在している郡部では，CTを
設置して検診を実施できる施設が限られ
ており，CTを設置する施設自体がまっ
たく存在しない地域もある。検診の均て
ん化という観点からは大きな問題で，移
動式CT検診車の導入も必要であろう。
しかし，市町村が検診機関と契約する
際に，公的なCT検診車が利用できるの
か，もしくは民間のCT検診車を借り上
げて行わなければならないのかで，検診
計画立案がまったく違ってくる。民間
所有のCT検診車で経済的に運用でき
るとしたら，1件あたりの利益率にもよ
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表1　�肺がん検診の方法別対象者

従来の肺がん検診 新しい肺がん検診

対象者 40歳以上全員 50歳以上重喫煙者 40～79歳の
重喫煙者以外

50～74歳重喫煙者と
禁煙から15年未満の者

40～49歳と
75～79歳重喫煙者

検診⽅法 胸部X線検査 胸部X線検査＋
喀痰細胞診 胸部X線検査 低線量CT 胸部X線検査

受診間隔 年１回 年１回

2． 肺がんCT検診における
新ガイドラインの実装と
認定制度の役割
─�管理者（自治体，事業運営者，
医療機関の管理職など）
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